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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鉄粉末に、原料粉末に対して３～１０質量％の銅粉末もしくは銅合金粉末と、硫化鉄粉
末、硫化銅粉末、二硫化モリブデン粉末、および硫化ニッケル粉末のうちの少なくとも１
種の金属硫化物粉末を、原料粉末のＳ量が０．２～３．２４質量％となるよう添加して混
合した原料粉末を用い、押型内で圧粉成形し、得られた成形体を非酸化性雰囲気中、１０
９０～１３００℃で焼結することによりフェライト相もしくは銅相が分散するフェライト
相の基地を得ることを特徴とする鉄基焼結摺動部材の製造方法。
【請求項２】
　前記鉄粉末に替えてＮｉおよびＭｏの少なくとも１種を含有する鉄合金粉末を用い、原
料粉末中のＮｉおよびＭｏがそれぞれ１０質量％以下であることを特徴とする請求項１に
記載の鉄基焼結摺動部材の製造方法。
【請求項３】
　前記原料粉末に、さらにニッケル粉末を添加するとともに、原料粉末中のＮｉ量が１０
質量％以下であることを特徴とする請求項１または２に記載の鉄基焼結摺動部材の製造方
法。
【請求項４】
　鉄粉末に、原料粉末に対して３～１０質量％の銅粉末もしくは銅合金粉末と、黒鉛粉末
０．２～２質量％と、硫化鉄粉末、硫化銅粉末、二硫化モリブデン粉末、および硫化ニッ
ケル粉末のうちの少なくとも１種の金属硫化物粉末を、原料粉末のＳ量が０．２～３．２
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４質量％となるよう添加して混合した原料粉末を用い、押型内で圧粉成形し、得られた成
形体を非酸化性雰囲気中、１０９０～１３００℃で焼結することにより、前記Ｃが与えら
れるとともに、フェライト、パーライトおよびベイナイトのいずれかひとつ、またはこれ
らの混合組織、もしくは前記フェライト、パーライトおよびベイナイトのいずれかひとつ
、またはこれらの混合組織中に銅相が分散する組織から構成され、円相当径で最大粒径が
１０μｍ以上の硫化物粒子の面積が、硫化物粒子全体の面積の３０％以上を占める基地を
得ることを特徴とする鉄基焼結摺動部材の製造方法。
【請求項５】
　鉄粉末に、原料粉末に対して３～１０質量％の銅粉末もしくは銅合金粉末と、黒鉛粉末
０．２～２質量％と、硼酸、硼酸化物、硼素の窒化物、硼素のハロゲン化物、硼素の硫化
物および硼素の水素化物の粉末のうちの１種以上を０．１～３．０質量％と、硫化鉄粉末
、硫化銅粉末、二硫化モリブデン粉末、および硫化ニッケル粉末のうちの少なくとも１種
の金属硫化物粉末を、原料粉末のＳ量が０．２～３．２４質量％となるよう添加して混合
した原料粉末を用い、押型内で圧粉成形し、得られた成形体を非酸化性雰囲気中、１０９
０～１３００℃で焼結することにより、前記Ｃの一部または全部が気孔中に黒鉛として分
散しており、フェライト、パーライトおよびベイナイトのいずれかひとつ、またはこれら
の混合組織、もしくは前記フェライト、パーライトおよびベイナイトのいずれかひとつ、
またはこれらの混合組織中に銅相が分散する組織から構成される基地を得ることを特徴と
する鉄基焼結摺動部材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、内燃機関のバルブガイドやバルブシート、ロータリーコンプレッサ
のベーンやローラ、ターボチャージャーの摺動部品、および車両、工作機械、産業機械等
の駆動部位や摺動部位のように摺動面に高い面圧が作用するような摺動部品等に用いて好
適な摺動部材に関し、特に、Ｆｅを主成分とする原料粉末を圧粉成形して得られた圧粉体
を焼結した鉄基焼結摺動部材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　粉末冶金法で製造された焼結部材は、ニアネットシェイプに成形することができ、かつ
、大量生産に向くことから各種機械部品に適用されている。また、通常の溶製材料では得
られない特殊な金属組織を容易に得ることができるため、上記のような各種摺動部品にも
適用されている。すなわち、粉末冶金法で製造された焼結部材においては、原料粉末に黒
鉛や硫化マンガン等の固体潤滑剤の粉末を添加し、固体潤滑剤が残留する条件で焼結する
ことにより、固体潤滑剤を金属組織中に分散させることができるため、各種摺動部品に適
用されている（特許文献１～３等）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平０４－１５７１４０号公報
【特許文献２】特開２００６－０５２４６８号公報
【特許文献３】特開２００９－１５５６９６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来より、焼結摺動部材では、黒鉛や硫化マンガン等の固体潤滑剤を粉末の形態で付与
し、焼結時に固溶させずに残留させている。このため、金属組織中において固体潤滑剤は
気孔中および粉末粒界に偏在している。このような固体潤滑剤は、気孔中および粉末粒界
において基地と結合していないため、摺動時に基地から脱落し易い。
【０００５】
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　また、固体潤滑剤として黒鉛を用いる場合は、黒鉛を焼結時に基地中に固溶させず、焼
結後に遊離した黒鉛として残留させる必要がある。そのためには、焼結温度を一般の鉄基
焼結合金の場合よりも低くしなければならない。このため、原料粉末どうしの拡散による
粒子間結合が弱くなり基地強度が低くなり易い。
【０００６】
　一方、硫化マンガン等の固体潤滑剤は、焼結時に基地中に容易に固溶しないため、一般
の鉄基焼結合金の場合と同等の焼結温度で焼結することが可能である。しかしながら、粉
末の形態で添加された固体潤滑剤は原料粉末間に存在する。このため、原料粉末どうしの
拡散を阻害し、固体潤滑剤を添加しない場合に比して、基地強度が低くなる。そして、基
地強度の低下により、鉄基焼結部材の強度が低下するとともに、摺動時の基地の耐久性が
低下して摩耗が進行し易くなる。
【０００７】
　このような状況の下、本発明は、固体潤滑剤が気孔中および粉末粒界のみではなく、粉
末粒内にも均一に分散されるとともに、基地に強固に固着され、摺動特性に優れるととも
に、機械的強度に優れた鉄基焼結摺動部材を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の鉄基焼結摺動部材の製造方法は、鉄粉末に、原料粉末に対して３～１０質量％
の銅粉末もしくは銅合金粉末と、硫化鉄粉末、硫化銅粉末、二硫化モリブデン粉末、およ
び硫化ニッケル粉末のうちの少なくとも１種の金属硫化物粉末を、原料粉末のＳ量が０．
２～３．２４質量％となるよう添加して混合した原料粉末を用い、押型内で圧粉成形し、
得られた成形体を非酸化性雰囲気中、１０９０～１３００℃で焼結することによりフェラ
イト相もしくは銅相が分散するフェライト相の基地を得ることを特徴とする。
【０００９】
　上記の鉄基焼結摺動部材の製造方法においては、前記鉄粉末に替えてＮｉおよびＭｏの
少なくとも１種を含有する鉄合金粉末を用いるとともに、原料粉末のＮｉおよびＭｏ量が
１０質量％以下であること、前記原料粉末に、さらにニッケル粉末を添加するとともに、
原料粉末のＮｉ量が１０質量％以下であることを好ましい態様とする。そして、前記原料
粉末に、さらに黒鉛粉末０．２～２質量％を添加すること、前記原料粉末に、さらに黒鉛
粉末０．２～３質量％と、硼酸、硼酸化物、硼素の窒化物、硼素のハロゲン化物、硼素の
硫化物および硼素の水素化物の粉末のうちの１種以上０．１～３．０質量％と、を添加す
ることを好ましい態様とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明により製造される鉄基焼結摺動部材は、鉄基地中から硫化鉄を主体とする金属硫
化物粒子が析出して鉄基地中に分散するため、基地に強固に固着されており、摺動特性に
優れるとともに機械的強さに優れる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の鉄基焼結摺動部材の金属組織の一例を示す図面代用写真（鏡面研磨）で
ある。
【図２】本発明の鉄基焼結摺動部材の金属組織の一例を示す図面代用写真（３％－ナイタ
ール腐食）である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明により製造される鉄基焼結摺動部材の金属組織および好ましい数値限定の
根拠を作用とともに説明する。本発明により製造される鉄基焼結摺動部材は、主成分をＦ
ｅとする。ここで、主成分とは、焼結摺動部材中の過半を占める成分の意味であり、本発
明においては全体組成におけるＦｅ量が５０質量％以上、好ましくは６０質量％以上であ
る。金属組織は、Ｆｅを主体とする硫化物粒子が分散する鉄基地（鉄合金基地）と気孔と
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からなる。鉄基地は、鉄粉末および／または鉄合金粉末により形成される。気孔は、粉末
冶金法に起因して生じるものであり、原料粉末を圧粉成形した際の粉末間の空隙が、原料
粉末の結合により形成された鉄基地中に残留したものである。
【００１３】
　一般に、鉄粉末は、製法に起因してＭｎを０．０２～１．２質量％程度含有し、このた
め鉄基地は、不可避不純物として微量のＭｎを含有する。したがって、鉄粉末にＳを与え
ることによって、固体潤滑剤として硫化マンガン等の硫化物粒子を基地中に析出させるこ
とができる。ここで、硫化マンガンは基地中に微細に析出するため、被削性改善には効果
があるが、微細過ぎるため摺動特性の改善効果が小さい。このため、本発明においては、
基地に微量に含有されるＭｎと反応する分のＳ量だけでなく、さらにＳを付与し、このＳ
を主成分であるＦｅと結合させて硫化鉄を形成する。
【００１４】
　通常、硫化物の形成し易さは、Ｓに対する電気陰性度の差が大きいものほど高い。電気
陰性度の値（ポーリングによる電気陰性度）はＳ：２．５８であり、Ｍｎ：１．５５、Ｃ
ｒ：１．６６、Ｆｅ：１．８３、Ｃｕ：１．９０、Ｎｉ：１．９１、Ｍｏ：２．１６であ
るから、硫化物は、Ｍｎ＞Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｃｕ＞Ｎｉ＞Ｍｏの順で形成し易い。このため、
鉄粉末に含有される全てのＭｎと結合してＭｎＳを生成できるＳ量を超える量のＳを添加
すると、微量のＭｎとの反応以外に、主成分であるＦｅとの反応が起こり、硫化マンガン
だけでなく、硫化鉄も析出する。したがって、基地中に析出する硫化物は、主成分である
Ｆｅにより生成する硫化鉄が主となり、一部が不可避不純物であるＭｎにより生成する硫
化マンガンとなる。
【００１５】
　硫化鉄は、固体潤滑剤として摺動特性向上に好適な大きさの硫化物粒子であり、基地の
主成分であるＦｅと結合させて形成するため、粉末粒内を含む基地中に均一に析出分散さ
せることができる。
【００１６】
　上記のように、本発明においては、基地に含有されるＭｎと結合させるＳ量と、さらに
、Ｓを与えて、基地の主成分であるＦｅと結合させて硫化物を析出させる。この硫化物粒
子による摺動特性改善の効果を得るため、基地中に析出分散する硫化物粒子の量が０．８
体積％必要となる。一方、硫化物粒子の分散量が増加すると、摺動特性が向上するが、鉄
基地中に硫化物が分散することで鉄基地の量が減少するため、機械的強さは低下する。こ
のため、硫化物粒子の量が１５体積％を超えると、基地に対する硫化物の量が過多となっ
て鉄基焼結摺動部材の機械的強さが著しく低下する。このことから、基地中の硫化物粒子
の量は、基地に対して０．８～１５体積％とする。
【００１７】
　ここで、Ｃｕは室温ではＦｅと比較すると硫化物を形成し難いが、高温下ではＦｅより
も標準生成自由エネルギーが小さく、硫化物を形成し易い。また、Ｃｕはα-Ｆｅ中への
固溶限が小さく、化合物を生成しないため、高温下でγ-Ｆｅ中に固溶したＣｕは冷却過
程でα-Ｆｅ中にＣｕ単体で析出する特性を持っている。そのため、焼結中の冷却過程で
一度固溶したＣｕはＦｅ基地中から均一に析出する。このとき、Ｃｕと硫化物はこの基地
中から析出したＣｕを核として金属硫化物（硫化銅、硫化鉄および鉄と銅の複合硫化物）
を形成するとともに、その周囲に硫化物粒子（硫化鉄）の析出を促進する作用を有する。
また、Ｃｕは鉄基地中に拡散してこれを強化するとともに、鉄基地中にＣを含有する場合
に、鉄基地の焼入れ性を向上させてパーライト組織を微細化し、これにより鉄基地をさら
に強化する。本発明においては、これらのＣｕの作用を積極的に利用するため、必須元素
とする。
【００１８】
　なお、Ｃｕは硫化物の生成を促進させることから、Ｃｕ量に比してＳ量が多い場合には
鉄基地中に硫化銅もしくは鉄と銅の複合硫化物等の形態で析出するが、Ｃｕ量に比してＳ
量が少ない場合には鉄基地中に銅相として析出して分散する。
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【００１９】
　Ｓは、常温では化合力が鈍いが、高温では非常に反応性に富み、金属だけでなくＨ、Ｏ
、Ｃ等の非金属元素とも化合する。ところで、焼結部材の製造においては、一般に、原料
粉末に成形潤滑剤が添加され、焼結工程の昇温過程において成形潤滑剤を揮発させて取り
除く、いわゆる脱ろう工程が行われる。ここで、Ｓを硫黄粉末の形態で付与すると、成形
潤滑剤が分解して生成される成分（主にＨ、Ｏ、Ｃ）と化合して離脱するため、上記の硫
化鉄形成に必要なＳを安定して与えることが難しい。このため、Ｓは、硫化鉄粉末および
Ｆｅより電気陰性度の低い金属の硫化物粉末、すなわち硫化銅粉末、硫化ニッケル粉末、
二硫化モリブデン粉末等の金属硫化物粉末の形態で付与することが好ましい。Ｓをこれら
の金属硫化物粉末の形態で付与する場合、脱ろう工程が行われる温度域（２００～４００
℃程度）では金属硫化物の形態で存在するため、成形潤滑剤が分解して生成される成分と
化合せず、Ｓの離脱が生じないことから、上記の硫化鉄形成に必要なＳを安定して与える
ことができる。
【００２０】
　金属硫化物として硫化鉄粉末を用いる場合、焼結工程の昇温過程において９８８℃を超
えるとＦｅ－Ｓの共晶液相を発生し、液相焼結となって粉末粒子間のネックの成長を促進
する。また、この共晶液相からＳが鉄基地中に均一に拡散するので、硫化物粒子を基地中
から均一に析出分散させることができる。
【００２１】
　金属硫化物として硫化銅粉末を用いた場合は、硫化銅粉末の分解により生じたＣｕはＣ
ｕ液相を発生して鉄粉末に濡れて覆い、鉄粉末中に拡散する。
【００２２】
　金属硫化物粉末として硫化ニッケル粉末や、二硫化モリブデン粉末を用いた場合は、金
属硫化物粉末の分解により生じた金属成分（Ｎｉ、Ｍｏ）のほとんどが鉄基地に拡散して
固溶され、鉄基地の強化に寄与する。また、Ｃと併用した場合に、鉄基地の焼入れ性の改
善に寄与し、パーライト組織を微細にして強度を高めたり、焼結時の通常の冷却速度で強
度の高いベイナイトやマルテンサイトを得ることができる。なおごく一部に未分解の硫化
ニッケルや、二硫化モリブデンが残留したり、硫化ニッケルや、二硫化モリブデンとして
析出する場合もあるが、この場合においても、添加した硫化ニッケル粉末や、二硫化モリ
ブデン粉末のほとんどが分解して鉄硫化物の生成に寄与するとともに、硫化ニッケルや、
二硫化モリブデンも潤滑性を有するため何ら問題とはならない。
【００２３】
　上記の硫化物粒子は、基地中のＭｎやＦｅとＳを結合させて析出させるため、基地中か
ら析出して均一に分散する。したがって、硫化物は基地に強固に固着しており、脱落し難
くなる。また、硫化物は鉄基地から析出して生成するため、焼結時における原料粉末どう
しの拡散を阻害しないこと、およびＦｅ－Ｓ液相およびＣｕ液相により焼結が促進されこ
とから、原料粉末どうしの拡散が良好に行われ、鉄基地の強度が向上して、鉄基地の耐摩
耗性が向上する。
【００２４】
　なお、基地中に析出する硫化物は、相手部材との摺動において固体潤滑作用を発揮する
ため、微細なものより、所定の大きさであることが好ましい。本発明者等の検討によれば
、最大粒径が１０μｍを下回る硫化物粒子では、固体潤滑作用を十分に得ることができな
いことが判明している。この観点から、最大粒径が１０μｍ以上の硫化物粒子の面積が、
硫化物粒子全体の面積の３０％以上を占めることが十分な固体潤滑作用を得る上で好まし
い。
【００２５】
　なお、Ｃｕは上記のように硫化銅粉末の形態で付与してもよいが、銅粉末もしくは銅合
金粉末の形態で付与してもよい。すなわち、金属硫化物粉末として硫化鉄粉末、硫化ニッ
ケル粉末および二硫化モリブデン粉末を用いる場合に、Ｃｕを銅粉末もしくは銅合金粉末
の形態で付与してもよく、硫化銅粉末を用いる場合に、追加して銅粉末もしくは銅合金粉
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末を用いてもよい。Ｃｕは、上述のとおり、硫化物粒子の析出を促進する効果があるとと
もに、鉄基地中に銅相が析出して分散する場合、軟質な銅相が、相手部材とのなじみ性を
向上させる作用を有する。しかしながら、多量に添加すると、析出する銅相の量が過多と
なり、鉄基焼結部材の強度低下が著しくなる。このためＣｕ量は全体組成において１０質
量％以下とする。
【００２６】
　また、ＮｉやＭｏを金属硫化物粉末の形態のみではなく、単味粉末（ニッケル粉末およ
びモリブデン粉末）または他の成分との合金粉末（Ｆｅ－Ｍｏ合金粉末、Ｆｅ－Ｎｉ合金
粉末、Ｆｅ－Ｎｉ－Ｍｏ合金粉末、Ｃｕ－Ｎｉ合金粉末、およびＣｕ－Ｍｏ合金粉末等）
の形態で添加することができる。すなわち、金属硫化物粉末として硫化鉄粉末および硫化
銅粉末を用いる場合に、ＮｉおよびＭｏのうちの少なくとも１種を単味粉末または他の成
分との合金粉末の形態で付与してもよく、硫化ニッケル粉末および二硫化モリブデン粉末
を用いる場合に、追加して単味粉末または他の成分との合金粉末を用いてもよい。Ｎｉや
Ｍｏは、上記のように、鉄基地に固溶して鉄基地の強化に寄与するとともに、Ｃと併用し
た場合に、鉄基地の焼入れ性の改善に寄与し、パーライトを微細にして強度を高めたり、
焼結時の通常の冷却速度で強度の高いベイナイトやマルテンサイトを得ることができる。
ただし、これらの材料は高価であるとともに、単味粉末で添加する場合、成分量が過多と
なると鉄基地中に未拡散の部分が残留して硫化物の析出していない部分が生じることとな
る。このためＮｉ、Ｍｏは全体組成において、それぞれ１０質量％以下とすることが好ま
しい。
【００２７】
　一般に、鉄基焼結合金は、鉄基地の強化のため、Ｃを鉄基地に固溶させて鋼として使用
するが、本発明の鉄基焼結摺動部材においても同様にＣを追加することができる。Ｃは、
合金粉末の形態で付与すると合金粉末の硬さが高くなって原料粉末の圧縮性が低下するた
め、黒鉛粉末の形態で付与する。Ｃの添加量は０．２質量％を下回ると強度が低いフェラ
イトの割合が過多となって、添加効果が乏しくなる。一方、添加量が過多となると、脆い
セメンタイトがネットワーク状に析出するようになる。このため、本発明においては、Ｃ
を０．２～２．０質量％含有するとともに、Ｃの全量が基地中に固溶もしくは金属炭化物
として析出していることが好ましい。
【００２８】
　なお、Ｃを基地に固溶させず気孔中に黒鉛の状態で残留させると、この黒鉛が固体潤滑
剤として機能し、摩擦係数の低減、摩耗の抑制等の効果が得られ、摺動特性を向上させる
ことができる。このため、本発明においては、Ｃを０．２～３．０質量％含有するととも
に、Ｃの一部あるいは全部が気孔中に黒鉛として分散していることが好ましい。この場合
、Ｃを黒鉛粉末の形態で添加する。Ｃの添加量が０．２質量％を下回ると、分散する黒鉛
の量が乏しくなり、摺動特性向上の効果が不十分となる。一方、気孔中に残留する黒鉛は
、添加した黒鉛粉末の形状が維持されるため、黒鉛によって気孔の球状化が阻まれ、強度
が低下し易い。このため、Ｃの添加量の上限を３．０質量％とする。
【００２９】
　Ｃを気孔中に黒鉛の状態で残留させるには、原料粉末に、黒鉛粉末０．２～３．０質量
％と、硼酸、硼酸化物、硼素の窒化物、硼素のハロゲン化物、硼素の硫化物および硼素の
水素化物の粉末のうちの１種以上０．１～２．０質量％を添加して与えておくことで得る
ことができる。これらの硼素含有粉末は、融点が低く、５００℃程度で酸化硼素の液相を
発生する。このため、焼結工程において黒鉛粉末および硼素含有粉末を含有する圧粉体を
昇温する過程で、硼素含有粉末が溶融し、発生した酸化硼素液相によって黒鉛粉末表面が
濡れて覆われる。このため、さらに昇温した際の８００℃程度から始まるＦｅ基地中への
黒鉛粉末のＣの拡散が防止され、黒鉛粉末を気孔中に残留させて分散させることができる
。硼素含有粉末は、この黒鉛粉末を被覆するに足る量であることが好ましく、過剰に添加
しても酸化硼素が基地中に残留して強度の低下を招くため、その添加量は０．１～２．０
質量％とすると良い。
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【００３０】
　鉄基地の金属組織は、Ｃを与えない場合フェライト組織となる。また、Ｃを与える場合
において、Ｃを気孔中に黒鉛の状態で残留させたとき、鉄基地の金属組織はフェライトと
なる。そして、Ｃの一部および全部を鉄基地に拡散させたとき、鉄基地の金属組織はフェ
ライトとパーライトの混合組織もしくはパーライトとなる。Ｃとともに、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｍ
ｏのうちの少なくとも１種を用いたとき、鉄基地の金属組織はフェライトとパーライトの
混合組織、フェライトとベイナイトの混合組織、フェライトとパーライトとベイナイトの
混合組織、パーライトとベイナイトの混合組織、パーライト、ベイナイトのいずれかの金
属組織となる。さらに、Ｓ量に比してＣｕ量が多い場合に、上記の鉄基地の金属組織中に
銅相が分散した金属組織となる。
【００３１】
　図１および図２は、本発明の鉄基焼結摺動部材の金属組織の一例であり、鉄粉末に３質
量％の硫化鉄粉末と６質量％の銅粉末と１質量％の黒鉛粉末を添加した原料粉末を用いて
成形、焼結した、Ｓ：１．０９質量％、Ｃｕ：６質量％、Ｃ：１質量％および残部がＦｅ
および不可避不純物からなる鉄基焼結摺動部材の金属組織である。図１は１００倍で撮影
した鏡面写真、図２は同じ試料の２００倍で撮影した金属組織写真（３％－ナイタール腐
食）である。図１より、鉄基地は白色の部分であり、硫化物粒子は灰色の部分である。気
孔は黒色の部分である。図１より硫化物粒子（灰色）は鉄基地（白色）中に析出して分散
しており、基地への固着性が良好であることが伺える。なお、気孔（黒色）は比較的丸み
を帯びた形状となっているが、これはＦｅ－Ｓ液相およびＣｕ液相の発生によるものと考
えられる。また、図２より、鉄基地は微細なパーライトとフェライトの混合組織となって
おり、硫化物粒子がこの混合組織中に析出して分散していることがわかる。なお、本試料
において、硫化物の量は気孔を除く基地に対して４．５体積％程度であり、全硫化物粒子
の量に対する最大粒径が１０μｍ以上の硫化物粒子の量は、４５％程度である。
【００３２】
　原料粉末は、従来から行われているように、製品の外周形状を造形する型孔を有する金
型と、金型の型孔と摺動自在に嵌合し、製品の下端面を造形する下パンチと、場合によっ
ては製品の内周形状若しくは肉抜き部を造形するコアロッドと、から形成されるキャビテ
ィに充填され、製品の上端面を造形する上パンチと、該下パンチとにより原料粉末を圧縮
成形した後、金型の型孔から抜き出す方法（押型法）により成形体に成形される。
【００３３】
　得られた成形体は、焼結炉で加熱されて焼結が行われる。このときの加熱保持温度、す
なわち焼結温度は、焼結の進行および硫化物の形成に重要な影響を与える。ここで、Ｃｕ
の融点が１０８４．５℃であることから、Ｃｕ液相を充分に発生させるため焼結温度を１
０９０℃以上とする。一方、焼結温度が１３００℃より高くなると、液相発生量が過多と
なり型くずれが生じ易くなる。なお、焼結雰囲気は非酸化性の雰囲気であればよいが、上
述のようにＳはＨ、Ｏと反応しやすいため、露点が低い雰囲気を用いることが好ましい。
【実施例】
【００３４】
［第１実施例］
　Ｍｎを０．０３質量％含有する鉄粉末に、硫化鉄粉末（Ｓ量：３６．４７質量％）およ
び銅粉末を用意し、硫化鉄粉末の配合比（割合）を表１に示す割合として添加し、混合し
て原料粉末を得た。そして、原料粉末を成形圧力６００ＭＰａで成形し、外径２５．６ｍ
ｍ、内径２０ｍｍ、高さ１５ｍｍのリング形状の圧粉体を作製した。次いで、非酸化性ガ
ス雰囲気中、１１５０℃で焼結して試料番号０１～１５の焼結部材を作製した。これらの
試料の全体組成を表１に併せて示す。
【００３５】
　金属組織中の硫化物の体積％は、金属組織断面の硫化物の面積率に等しい。このため、
実施例においては、金属硫化物の体積％の評価にあたり、金属組織断面の硫化物の面積％
を評価して行った。すなわち、得られた試料を切断し、断面を鏡面研磨して断面観察を行
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基地部分の面積と硫化物の面積を測定して基地に占める全硫化物の面積％を求めるととも
に、最大粒径が１０μｍ以上である硫化物の面積を測定して全硫化物の面積に対する割合
を求めた。なお、各硫化物粒子の最大粒径は、各粒子の面積を求め、この面積と等しい円
の直径に換算する円相当径で計測した。また、硫化物粒子が結合している場合、結合した
硫化物を１個の硫化物としてこの硫化物の面積より円相当径を求めた。これらの結果を表
２に示す。
【００３６】
　また、リング形状の焼結部材について、ＪＩＳ規格に規定されたＳＣＭ４３５Ｈの調質
材を相手材として用いて、リングオンディスク摩擦摩耗試験機によって、周速４００ｒｐ
ｍ、５ｋｇｆ／ｃｍ２の荷重の下で無潤滑で摺動試験を行い、摩擦係数を測定した。さら
に、機械的強さとして、リング形状の焼結部材について圧環試験を行い圧環強さを測定し
た。これらの結果についても表２に示す。
【００３７】
　なお、以下の評価に当たっては、摩擦係数０．７以下および圧環強さ３５０ＭＰａ以上
となる試料を合格として判定を行った。
【００３８】
【表１】

【００３９】
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【表２】

【００４０】
　表１および表２からわかるように、硫化鉄粉末の添加量の増加に従って全体組成中のＳ
量が増加し、硫化物の析出量が増加している。また、最大粒径が１０μｍ以上の硫化物は
、Ｓ量の増加に従ってその割合が増加している。このような硫化物の析出により、全体組
成中のＳ量が増加するに従い摩擦係数が低下している。硫化鉄粉末の添加により焼結時に
液相が発生して焼結が促進されることから圧環強さは増加する。しかしながら、基地中に
析出する硫化物の量が増加すると基地の強度が低下するため、Ｓ量が多い領域では硫化物
の析出量が多く強度が低下するため、圧環強さが低下している。
【００４１】
　ここで、全体組成中のＳ量が０．２質量％に満たない試料番号０２の試料では、Ｓ量が
乏しいため硫化物の析出量が０．８面積％を下回り、摩擦係数の改善効果が乏しい。これ
に対して、全体組成中のＳ量が０．２質量％の試料番号０３の試料では、硫化物の析出量
が０．８面積％、最大粒径が１０μｍ以上の硫化物が占める割合が３０面積％となり、摩
擦係数が０．７以下に改善されている。一方、全体組成中のＳ量が３．２４質量％を越え
ると圧環強さの低下が著しくなり、圧環強さが３５０ＭＰａを下回る。以上により、全体
組成中のＳ量は０．２～３．２４質量％の範囲で良好な摩擦係数と強度が得られることが
確認された。
【００４２】
［第２実施例］
　Ｍｎを０．８質量％含有する鉄粉末に、硫化鉄粉末（Ｓ量：３６．４７質量％）および
銅粉末を用意し、硫化鉄粉末の配合比（割合）を表３に示す割合として添加し、混合して
原料粉末を得た。そして、第１実施例と同様にして、成形、焼結を行い試料番号１６～３
０の焼結部材を作製した。これらの試料の全体組成を表３に併せて示す。これらの試料に
ついて、第１実施例と同様にして、全硫化物の面積および最大粒径が１０μｍ以上である
硫化物の面積が全硫化物の面積に占める割合を測定するとともに、摩擦係数および圧環強
さの測定を行った。これらの結果を表４に示す。
【００４３】
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【表３】

【００４４】

【表４】

【００４５】
　第２実施例は、第１実施例で用いた鉄粉末（Ｍｎ量：０．０３質量％）と異なるＭｎ量
の鉄粉末を用いた場合の例であるが、第１実施例と同じ傾向を示している。すなわち、表
３および表４より、硫化鉄粉末の添加量の増加に従って全体組成中のＳ量が増加し、硫化
物の析出量が増加している。また、最大粒径が１０μｍ以上の硫化物は、Ｓ量の増加に従
ってその割合が増加している。このような硫化物の析出により、全体組成中のＳ量が増加
するに従って摩擦係数が低下している。硫化鉄粉末の添加により焼結時に液相が発生して
焼結が促進されることから圧環強さは増加するが、基地中に析出する硫化物の量が増加す
ると基地の強度が低下するため、Ｓ量が多い領域では、硫化物の析出量が多くなって強度
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【００４６】
　また、第１実施例と同様に、全体組成中のＳ量が０．２質量％に満たない試料番号１７
の試料では、Ｓ量が乏しいため硫化物の析出量が０．８面積％を下回り、摩擦係数の改善
効果が乏しい。これに対して、全体組成中のＳ量が０．２質量％の試料番号１８の試料で
は、硫化物の析出量が０．８面積％であり、最大粒径が１０μｍ以上の硫化物が占める割
合が３０％となり、摩擦係数が０．７以下に改善されている。一方、全体組成中のＳ量が
３．２４質量％を越えると圧環強さの低下が著しくなり、圧環強さが３５０ＭＰａを下回
る。以上により、全体組成中のＳ量は０．２～３．２４質量％の範囲で良好な摩擦係数と
強度が得られることが確認された。
【００４７】
［第３実施例］
　Ｍｎを０．０３質量％含有する鉄粉末に、硫化鉄粉末（Ｓ量：３６．４７質量％）およ
び銅粉末を用意し、銅粉末の配合比（割合）を表５に示す割合として添加し、混合して原
料粉末を得た。そして、第１実施例と同様にして、成形、焼結を行い試料番号３１～４０
の焼結部材を作製した。これらの試料の全体組成を表５に併せて示す。これらの試料につ
いて、第１実施例と同様にして、全硫化物の面積および最大粒径が１０μｍ以上である硫
化物の面積が全硫化物の面積に占める割合を測定するとともに、摩擦係数および圧環強さ
の測定を行った。これらの結果を表６に示す。なお、表５および表６には第１実施例の試
料番号０６の試料の結果を併せて示す。
【００４８】

【表５】

【００４９】



(12) JP 6384687 B2 2018.9.5

10

20

30

【表６】

【００５０】
　表５および表６より、銅粉末の添加量を変化させて全体組成中のＣｕ量を変化させると
、Ｃｕ量の増加に従って硫化物粒子の析出が促進され、硫化物の量が増加するとともに、
最大粒径が１０μｍを超える硫化物粒子の量が増加しており、このため摩擦係数が低下し
ている。圧環強さは、Ｃｕ量が増加するに従って液相発生量が増加して緻密化すること、
および基地強化の作用により、Ｃｕ量が７質量％までは増加する。しかしながら、Ｃｕ量
が７質量％を超えると基地中に分散する遊離銅相の量が多くなり、圧環強さは減少してい
る。そして、Ｃｕ量が１０質量％を超えると、この圧環強さの減少が著しくなって、圧環
強さが３５０ＭＰａを下回る。以上のように、Ｃｕの添加により硫化物粒子の析出が促進
されて摩擦係数を低減することができることが確認された。ただし、Ｃｕ量が１０質量％
を超えると強度の低下が著しくなるため、Ｃｕを添加する場合、上限を１０質量％とすべ
きことが確認された。
【００５１】
［第４実施例］
　Ｍｎを０．０３質量％含有する鉄粉末に、硫化銅鉄粉末（Ｓ量：３３．５４質量％）お
よび銅粉末を用意し、硫化銅粉末の配合比（割合）を表７に示す割合として添加し、混合
して原料粉末を得た。そして、第１実施例と同様にして、成形、焼結を行い試料番号４１
～５４の焼結部材を作製した。これらの試料の全体組成を表７に併せて示す。これらの試
料について、第１実施例と同様にして、全硫化物の面積および最大粒径が１０μｍ以上で
ある硫化物の面積が全硫化物の面積に占める割合を測定するとともに、摩擦係数および圧
環強さの測定を行った。これらの結果を表８に示す。
【００５２】
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【表７】

【００５３】
【表８】

【００５４】
　第４実施例は、硫化鉄粉末に替えて硫化銅粉末によりＳを付与した場合の例であるが、
第１実施例と同じ傾向を示している。すなわち、表７および表８より、硫化銅粉末の添加
量の増加に従って全体組成中のＳ量が増加し、硫化物の析出量が増加している。また、最
大粒径が１０μｍ以上の硫化物は、Ｓ量の増加に従ってその割合が増加している。このよ
うな硫化物の析出により、全体組成中のＳ量が増加するに従って摩擦係数が低下している
。硫化銅粉末の添加により焼結時に液相が発生して焼結が促進されることから圧環強さは
増加するが、基地中に析出する硫化物の量が増加すると基地の強度が低下するため、Ｓ量
が多い領域では硫化物の析出量が多くなって強度が低下し、圧環強さが低下している。
【００５５】
　また、第１実施例と同様に、全体組成中のＳ量が０．２質量％に満たない試料番号４２
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の試料では、Ｓ量が乏しいため硫化物の析出量が０．８面積％を下回り、摩擦係数の改善
効果が乏しい。これに対して、全体組成中のＳ量が３．２４質量％の試料番号１８の試料
では、硫化物の析出量が１５面積％、最大粒径が１０μｍ以上の硫化物が占める割合が６
０％となり、摩擦係数が０．６以下に改善されている。一方、全体組成中のＳ量が３．２
４質量％を超えると、基地に占める硫化物の量が１５面積％を超える結果、圧環強さの低
下が著しく３５０ＭＰａを下回った。
【００５６】
　硫化鉄粉末に替えて硫化銅粉末によりＳを付与した場合、硫化銅粉末が分解して生じた
Ｃｕは、硫化物粒子の析出を促進する作用があり、硫化鉄粉末によりＳを供給する場合（
第１実施例）よりも析出量が多く、摩擦係数が小さくなっている。また、このＣｕが液相
発生による緻密化（焼結の促進）および基地の強化に作用することから、圧環強さについ
ても、硫化鉄粉末によりＳを供給する場合（第１実施例）よりも高い値となっている。
【００５７】
［第５実施例］
　Ｍｎを０．０３質量％含有する鉄粉末に、硫化鉄粉末（Ｓ量：３６．４７質量％）、銅
粉末および黒鉛粉末を用意し、硫化鉄粉末の配合比（割合）を表９に示す割合として添加
し、混合して原料粉末を得た。そして、第１実施例と同様にして、成形、焼結を行い試料
番号５５～６４の焼結部材を作製した。これらの試料の全体組成を表９に併せて示す。こ
れらの試料について、第１実施例と同様にして、全硫化物の面積および最大粒径が１０μ
ｍ以上である硫化物の面積が全硫化物の面積に占める割合を測定するとともに、摩擦係数
および圧環強さの測定を行った。これらの結果を表１０に示す。なお、表９および表１０
には第１実施例の試料番号０６の試料の結果を併せて示す。
【００５８】
【表９】

【００５９】
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【表１０】

【００６０】
　第５実施例は、鉄基焼結摺動部材にＣを与えるとともに、Ｃの全量を鉄基地に固溶して
与える場合の例である。第１実施例の試料番号０６の試料はＣを含有せず、鉄基地の金属
組織は強度の低いフェライト組織である。ここで、黒鉛粉末を添加してＣを付与すると、
鉄基地の金属組織中にフェライト相より硬く強度の高いパーライト相がフェライト組織中
に分散して、圧環強さが増加するとともに、摩擦係数が低下する。そして、Ｃ量が増加す
るにしたがいパーライト相の量が増加してフェライト相が減少していき、Ｃ量が１質量％
程度で鉄基地の金属組織が全面パーライト組織となる。このため、Ｃ量が１質量％までは
、Ｃ量の増加に従い圧環強さが増加するとともに、摩擦係数が低下する。一方、Ｃ量が１
質量％を超えるとパーライト組織中に高くかつ脆いセメンタイトが析出するようになり、
圧環強さが低下するとともに、摩擦係数が増加する。そしてＣ量が２質量％を超えると、
パーライト組織中に析出するセメンタイトの量が過大となり圧環強さが著しく低下して、
圧環強さが３５０ＭＰａを下回る値となっている。
【００６１】
　以上のように、Ｃを添加して鉄基地に固溶させることにより強度を向上できること、た
だしＣ量が２質量％を超えると強度の低下とともに摩擦係数が増加することから上限を２
質量％以下にすることが好ましいことが確認された。
【００６２】
［第６実施例］
　第１実施例の試料番号０６の試料において、表１１に示すように、硫化鉄粉末（Ｓ量：
３６．４７質量％）に替えて二硫化モリブデン粉末（Ｓ量：４０．０６質量％）を用いて
同量（３質量％）添加した原料粉末を作製し、第１実施例と同様にして、成形、焼結を行
い試料番号６５の焼結部材を作製した。この試料の全体組成を表１１に併せて示す。この
試料について、第１実施例と同様にして、全硫化物の面積および最大粒径が１０μｍ以上
である硫化物の面積が全硫化物の面積に占める割合を測定するとともに、摩擦係数および
圧環強さの測定を行った。これらの結果を表１２に示す。なお、表１１および表１２には
第１実施例の試料番号０６の試料の結果を併せて示す。
【００６３】
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【表１１】

【００６４】
【表１２】

【００６５】
　表１１および表１２からわかるように、二硫化モリブデンのＳ量は、硫化鉄のＳ量に比
して多いことから、二硫化モリブデン粉末を硫化鉄粉末と同量添加した場合、全体組成中
のＳ量が増加し、硫化物の量が増加するとともに、最大粒径が１０μｍ以上の硫化物が増
加している。このため、摩擦係数が低減している。また、二硫化モリブデン粉末が分解し
て生じるＭｏが鉄基地に拡散して固溶し、鉄基地の強化に作用した結果、圧環強さの向上
が認められる。以上のように、硫化鉄粉末に替えて二硫化モリブデン粉末を用いた場合、
硫化鉄粉末の場合と同等以上の摩擦係数低減の効果があることが確認された。また、鉄基
地にＭｏを固溶させることで鉄基地の強度を向上して圧環強さを増加させることが確認さ
れた。
【００６６】
［第７実施例］
　表１３に示すように、第１実施例の試料番号０６の試料に対してニッケル粉末２質量％
を追加して添加した原料粉末を作製し、第１実施例と同様にして、成形、焼結を行い試料
番号６６の焼結部材を作製した。この試料の全体組成を表１３に併せて示す。この試料に
ついて、第１実施例と同様にして、全硫化物の面積および最大粒径が１０μｍ以上である
硫化物の面積が全硫化物の面積に占める割合を測定するとともに、摩擦係数および圧環強
さの測定を行った。これらの結果を表１４に示す。なお、表１３および表１４には第１実
施例の試料番号０６の試料の結果を併せて示す。
【００６７】

【表１３】

【００６８】
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【表１４】

【００６９】
　表１３および表１４からわかるように、原料粉末にニッケル粉末を添加して全体組成中
にＮｉを与えた場合、鉄基地がＮｉにより強化されて圧環強さが増加している。なお、Ｎ
ｉは硫化物の量および最大粒径が１０μｍ以上の硫化物の量に影響を与えず、摩擦係数は
Ｎｉを添加しない試料番号０６と同等である。以上のように、鉄基地にＮｉを固溶させる
ことで鉄基地の強度を向上して圧環強さを増加させることが確認された。
【００７０】
［第８実施例］
　表１５に示すように、第５実施例の試料番号５９の試料（黒鉛粉末：１質量％）に対し
て酸化硼素粉末０．５質量％を追加して添加した原料粉末を作製し、第１実施例と同様に
して、成形、焼結を行い試料番号６７の焼結部材を作製した。この試料の全体組成を表１
５に併せて示す。この試料について、第１実施例と同様にして、全硫化物の面積および最
大粒径が１０μｍ以上である硫化物の面積が全硫化物の面積に占める割合を測定するとと
もに、摩擦係数および圧環強さの測定を行った。これらの結果を表１６に示す。なお、表
１５および表１６には第１実施例の試料番号５９の試料の結果を併せて示す。
【００７１】
【表１５】

【００７２】
【表１６】

【００７３】
　試料番号５９の試料では、第５実施例で記載したとおり、黒鉛粉末の形態で付与された
Ｃが鉄基地に拡散してパーライト組織となっており、鉄基地が強化されている。一方、原
料粉末に酸化硼素粉末を添加した試料番号６７の試料は、酸化硼素により黒鉛粉末の形態
で付与されたＣの鉄基地への拡散が抑制され、添加された黒鉛粉末が黒鉛相として気孔中
に残留して分散おり、鉄基地はフェライトとなっている。なお、硫化物の生成状態は、酸
化硼素の有無によらず変わらない。このため、酸化硼素を添加した試料番号６７の試料で
は、Ｃによる鉄基地の強化作用がないため圧環強さは低下するものの、固体潤滑剤として
機能する黒鉛相が分散することにより摩擦係数は低減されている。以上のように、Ｃを黒
鉛相として気孔中に分散させることで、さらなる摩擦係数の低減を図ることができること
が確認された。
【産業上の利用可能性】
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【００７４】
　本発明の鉄基焼結摺動部材は、鉄基地中から硫化鉄を主体とする金属硫化物粒子が析出
して鉄基地中に分散するため、基地に強固に固着されており、摺動特性に優れるとともに
機械的強さに優れることから、各種摺動部品に適用可能である。

【図１】 【図２】
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